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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第56期
第２四半期
連結累計期間

第57期
第２四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 29,615 35,569 62,432

経常利益 (百万円) 2,310 8,884 10,043

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,683 6,529 7,198

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 34 6,867 7,798

純資産額 (百万円) 97,206 120,856 104,879

総資産額 (百万円) 127,127 157,544 141,931

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 49.21 188.19 209.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 209.68

自己資本比率 (％) 76.3 76.7 73.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △781 2,862 6,988

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △644 △1,430 △1,241

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 862 7,578 2,470

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 8,418 27,193 18,286
 

　

回次
第56期
第２四半期
連結会計期間

第57期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 23.69 99.72
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第56期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第57期第２四半期連結累計期間の

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における経済の動向は、米国では良好な雇用環境を背景に個人消費主導の景気拡大が

続いており、欧州でも雇用の改善や堅調な内需に支えられて景気の回復が顕著となっています。中国においても個

人消費や公共投資を中心に依然として高い経済成長率を維持しています。わが国においても個人消費が回復傾向に

あり、企業収益も総じて改善するなど景気は緩やかな回復基調が続いています。

　このような経済情勢の中、当社グループは世界各地のユーザーのニーズに応えるべく、各産地に密着した提案営

業を展開しました。

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、各セグメントの営業利益は、各報告セグメントのセグメント利益

と一致しています。（「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）セグメント情

報」をご参照下さい。）

コア・ビジネスである横編機事業の状況は、アジア地域では先進国向けニット製品の大量生産拠点であるバング

ラデシュやＡＳＥＡＮ諸国において、生産リードタイムの短縮化を実現する編成効率の高いコンピュータ横編機の

導入が好調に推移し、「ＳＳＲ」や「ＳＶＲ」などの主力機種の売上が順調に拡大しました。また中国市場におい

ても、同国のアパレル消費の拡大に伴って、従来のＯＥＭ型生産から脱却し自ら企画した高付加価値製品の生産・

販売に取り組むＳＰＡ型ニットメーカーにホールガーメント横編機「ＭＡＣＨ２ＸＳ」の導入が進んだことや、

シューズ生産向けにコンピュータ横編機の活用が高まったことなどで売上が拡大しました。

　欧州でも主力市場のイタリアにおいてホールガーメント横編機の販売が伸長しましたが、地域全体では前年同四

半期並みとなりました。中東のトルコでは夏頃から回復の動きが見られますが、前年同四半期に比べると設備投資

は低調となり売上高は減少しました。また国内市場においてもコンピュータ横編機の売上高は前年同四半期を下回

る推移となりました。

これらの結果、横編機事業全体の売上高は295億69百万円（前年同四半期比24.5％増）、営業利益は98億68百万円

（前年同四半期比33.9％増）と大幅に増加しました。

デザインシステム関連事業においては、高精細かつ高速にデザインシミュレーションを実現する「ＳＤＳ－ＯＮ

Ｅ ＡＰＥＸ３」やユーザーニーズに幅広く対応した自動裁断機「Ｐ－ＣＡＭ」の販売が堅調に進んだことで売上高

は19億80百万円（前年同四半期比9.9％増）、営業利益は５億64百万円（前年同四半期比54.0％増）となりました。

手袋靴下編機事業は、大手ユーザーの設備更新が進んだものの売上高は８億69百万円（前年同四半期比5.4％

減）、営業利益は１億94百万円（前年同四半期比11.4％減）と、やや減少しました。

部品売上などその他事業につきましては、売上高は31億50百万円（前年同四半期比0.1％減）、営業利益は３億88

百万円（前年同四半期比1.9％増）となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間全体の売上高は355億69百万円（前年同四半期比20.1％増）となりまし

た。利益面におきましては、売上高の増加に加えて増産効果による売上総利益率の改善などにより営業利益は80億

60百万円（前年同四半期比46.5％増）と増加しました。また営業外では前年同四半期に計上した大幅な為替差損が

為替差益に転じたことなどで経常利益は88億84百万円（前年同四半期比284.4％増）と大幅に増加し、親会社株主に

帰属する四半期純利益は65億29百万円（前年同四半期比287.8%増）となりました。
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（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は現金及び預金の増加などで前連結会計年度末に比べ156億12百万円

増加し、1,575億44百万円となりました。負債合計は買掛債務の減少などで前連結会計年度末に比べ３億63百万円減

少し、366億87百万円となりました。また自己資本の額は、1,208億43百万円となり、自己資本比率は前連結会計年

度末に比べて2.9ポイント上昇し76.7％となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動において売上債権の増加や法人税等の支払いなど資金の減

少項目はありましたが、税金等調整前四半期純利益が高水準だったことにより28億62百万円の資金の増加（前年同

四半期は７億81百万円の資金の減少）となりました。投資活動においては有形固定資産の取得による支出などによ

り14億30百万円の資金の減少（前年同四半期は６億44百万円の資金の減少）となりました。また財務活動において

は新株予約権の行使による自己株式の処分などにより75億78百万円の資金の増加（前年同四半期は８億62百万円の

資金の増加）となりました。この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は、前連結会計年

度末に比べて89億７百万円増加し、271億93百万円となりました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は14億27百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 142,000,000

計 142,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,600,000 36,600,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 36,600,000 36,600,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年８月25日

新株予約権の数（個） 20,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 当初行使価額１株当たり5,170円　(注)２、３

新株予約権の行使期間 平成29年９月13日～平成32年９月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

(注)４

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできないものとする

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする（注）９

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

（1）本新株予約権の目的である株式の総数は、2,000,000株とする。（本新株予約権１個あたりの目的である

株式の数（以下「交付株式数」という。）は、100株とする。）。ただし、交付株式数が調整される場合

には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後交付株式数に応じて調整されるものとする。

調整後交付株式数＝
調整前交付株式数　×　調整前行使価額

調整後行使価額
 

（2）交付株式数の調整は当該時点において未行使の本新株予約権に係る交付株式数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

２．行使価額の修正

平成29年９月13日以降、本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日（以下「修正日」という。）の直

前取引日の株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）における当社普通株式の普通取引の終値

（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金

額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下

回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。

３．行使価額の調整

本新株予約権の発行後、当社普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合は、次に

定める算式をもって行使価額を調整する。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行普通株式数＋
交付普通株式数　×　１株あたりの払込金額

時価

既発行普通株式数　＋　交付普通株式数
 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、当該行使請求に係る各本新株予約

権の行使に際して出資される財産の価額の総額に、当該行使請求に係る本新株予約権の払込金額の総額

を加えた額を、当該行使請求に係る交付株式数で除した額とする。

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定める

ところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生

ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より

増加する資本金の額を減じた額とする。

５．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

（1）本新株予約権の目的となる株式の総数は2,000,000株、交付株式数は100株で確定しており、株価の上昇

又は下落により行使価額が修正されても変化しない（ただし、（注）１に記載のとおり、交付株式数は

調整されることがある。）。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本新株予約

権による資金調達の額は増加又は減少する。

（2）本新株予約権の行使価額の修正基準

（注）２に記載のとおり修正される。

（3）行使価額の修正頻度

行使の際に（注）２に記載の条件に該当する都度、修正される。

（4）行使価額の下限

本新株予約権の下限行使価額は、発行決議日の東証終値の70％に相当する3,619円である。

（5）交付株式数の上限

本新株予約権の目的となる株式の総数は2,000,000株（発行決議日現在の発行済株式総数に対する割合は

5.46％）、交付株式数は100株で確定している。

（6）本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額の下限（（注）５（4）に記載の行使価額の下限にて

本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額）

7,266,340,000円（ただし、本新株予約権の全部又は一部は行使されない可能性がある。）

（7）本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設けられている。
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６．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

当社は、所有者との間で、以下の内容を含む本買取契約を締結いたしました。

（1）当社は、割当日の翌取引日以降、平成32年８月14日までの間において、当社の判断により、当社は所有

者に対して本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指定すること（以下「行使

指定」という。）ができる。行使指定に際しては、その決定を行う日（以下「行使指定日」という。）

において、以下の要件を満たすことが前提となる。

①　東証終値が下限行使価額の120％に相当する金額を下回っていないこと

②　前回の行使指定日から20取引日以上の間隔が空いていること

③　当社が、未公表の重要事実を認識していないこと

④　当社株価に重大な影響を及ぼす事実の開示を行った日及びその翌取引日でないこと

⑤　停止指定が行われていないこと

⑥　当社普通株式の普通取引が東証に定める株券の呼値の制限値幅の上限に達し（ストップ高）又は下限

に達した（ストップ安）まま終了していないこと

（2）当社が行使指定を行った場合、所有者は、原則として、行使指定日の翌取引日から20取引日以内（以下

「行使指定期間」という。）に指定された数の本新株予約権を行使する義務を負う。

（3）一度に行使指定可能な本新株予約権の数には限度があり、本新株予約権の行使により交付されることと

なる当社株式の数が、行使指定日の直前取引日までの20取引日又は60取引日における当社数式の１日あ

たり平均出来高のいずれか少ない方に２を乗じて得られる数を超えないように指定する必要がある。た

だし、行使指定後、当該行使指定に係る指定行使期間中に東証終値が下限行使価額を下回った場合に

は、以後、当該行使指定の効力は失われる。

（4）当社は、所有者が本新株予約権の全部又は一部を行使することができない期間（以下「停止指定期間」

という。）として、平成29年９月15日から平成32年８月10日までの間の任意の期間を指定（以下「停止

指定」という。）することができる。ただし、上記（1）の行使指定を受けて所有者が行使義務を負って

いる本新株予約権の行使を妨げるような停止指定を行うことはできない。なお、当社は、一旦行った停

止指定をいつでも取消すことができる。

（5）本新株予約権発行後、所有者は、（ⅰ）平成29年９月13日以降、平成32年８月10日までの間のいずれか

の５連続取引日の東証終値の全てが下限行使価額を下回った場合、（ⅱ）平成32年８月12日以降、平成

32年８月21日までの期間、（ⅲ）当社が吸収分割若しくは新設分割につき当社の株主総会（株主総会の

決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した後、当該吸収分割若しくは新設分割の効力発生日の

15取引日前までの期間、又は（ⅳ）当社と所有者との間で締結予定の買取契約に定める当社の表明及び

保証に虚偽があった場合等一定の場合、当社に対して通知することにより、本新株予約権の取得を請求

することができ、かかる請求がなされた場合、当社は、本新株予約権の要項に従い、新株予約権の払込

金額と同額の金銭を支払うことにより本新株予約権を取得する。

７．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

所有者は、本新株予約権の権利行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内で行う売付け

等以外の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株は行わないものとする。

８．当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

当社の特別利害関係者である代表取締役会長の島正博は、その保有する当社株式について所有者への貸株

を行う予定であります。

９．その他投資者の保護を図るため必要な事項

所有者は、本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の承認を要するものとする。ただ

し、所有者が、本新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲渡することを妨げない。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとお

り、行使されました。

 
第２四半期会計期間

（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等の数（個）

20,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 2,000,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 4,972

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） 9,944

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価
額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

20,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新
株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

2,000,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新
株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

4,972

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新
株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

9,944
 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年９月30日 ― 36,600 ― 14,859 ― 21,724
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

和島興産株式会社 和歌山市本町２丁目１番地 4,020 10.98

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,564 7.01

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,863 5.09

株式会社紀陽銀行 和歌山市本町１丁目35番地 1,472 4.02

島　正博 和歌山市 1,070 2.92

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,062 2.90

島　三博 和歌山市 1,061 2.90

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 880 2.40

合同会社和光 和歌山市吹上４丁目３番33号 780 2.13

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18番14号 700 1.91

計 ― 15,474 42.28
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

87,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

36,470,700
364,707 ―

単元未満株式
普通株式

42,100
― ―

発行済株式総数 36,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 364,707 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社島精機製作所

和歌山市坂田85番地 87,200 ― 87,200 0.24

計 ― 87,200 ― 87,200 0.24
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、大手前監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 19,160 27,505

  受取手形及び売掛金 67,268 ※２  71,859

  商品及び製品 10,495 10,627

  仕掛品 1,322 1,298

  原材料及び貯蔵品 5,760 5,916

  その他 3,573 4,247

  貸倒引当金 △1,844 △2,318

  流動資産合計 105,736 119,136

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 5,755 5,590

   土地 10,962 11,322

   その他（純額） 5,103 5,804

   有形固定資産合計 21,821 22,717

  無形固定資産   

   のれん 3,873 3,665

   その他 273 322

   無形固定資産合計 4,146 3,987

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,058 8,815

   退職給付に係る資産 778 832

   その他 2,974 3,260

   貸倒引当金 △1,583 △1,205

   投資その他の資産合計 10,226 11,702

  固定資産合計 36,194 38,408

 資産合計 141,931 157,544
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,220 3,954

  電子記録債務 2,457 1,317

  短期借入金 9,975 13,718

  1年内返済予定の長期借入金 5,000 -

  未払法人税等 2,120 2,686

  賞与引当金 865 1,344

  債務保証損失引当金 479 502

  その他 6,332 8,333

  流動負債合計 32,450 31,857

 固定負債   

  長期未払金 1,051 1,051

  リース債務 1,890 2,131

  退職給付に係る負債 921 942

  その他 736 705

  固定負債合計 4,600 4,830

 負債合計 37,051 36,687

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 14,859 14,859

  資本剰余金 21,724 25,867

  利益剰余金 80,480 86,141

  自己株式 △6,140 △253

  株主資本合計 110,923 126,615

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 919 1,143

  土地再評価差額金 △7,003 △7,003

  為替換算調整勘定 △250 △135

  退職給付に係る調整累計額 226 223

  その他の包括利益累計額合計 △6,108 △5,771

 新株予約権 55 -

 非支配株主持分 8 12

 純資産合計 104,879 120,856

負債純資産合計 141,931 157,544
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 29,615 35,569

売上原価 15,605 18,479

売上総利益 14,010 17,089

販売費及び一般管理費 ※１  8,509 ※１  9,029

営業利益 5,500 8,060

営業外収益   

 受取利息 164 302

 受取配当金 109 108

 為替差益 - 316

 その他 271 315

 営業外収益合計 544 1,042

営業外費用   

 支払利息 21 85

 売上割引 - 75

 為替差損 3,659 -

 その他 52 57

 営業外費用合計 3,734 218

経常利益 2,310 8,884

特別利益   

 投資有価証券売却益 18 -

 新株予約権戻入益 - 41

 特別利益合計 18 41

特別損失   

 投資有価証券償還損 42 -

 特別損失合計 42 -

税金等調整前四半期純利益 2,286 8,925

法人税、住民税及び事業税 516 2,653

法人税等調整額 85 △259

法人税等合計 601 2,394

四半期純利益 1,684 6,531

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 1

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,683 6,529
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 1,684 6,531

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 430 224

 為替換算調整勘定 △2,074 114

 退職給付に係る調整額 △6 △2

 その他の包括利益合計 △1,649 336

四半期包括利益 34 6,867

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 33 6,865

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 1
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,286 8,925

 減価償却費 849 1,020

 のれん償却額 193 202

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △71 88

 賞与引当金の増減額（△は減少） 342 479

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △36 △33

 受取利息及び受取配当金 △273 △410

 支払利息 21 85

 為替差損益（△は益） 2,172 155

 投資有価証券売却損益（△は益） △18 -

 投資有価証券償還損益（△は益） 42 -

 新株予約権戻入益 - △41

 売上債権の増減額（△は増加） △6,855 △4,600

 たな卸資産の増減額（△は増加） △303 △228

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 366 △281

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,378 △2,578

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △190 2,029

 その他 △27 △152

 小計 △123 4,660

 利息及び配当金の受取額 272 408

 利息の支払額 △22 △89

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △908 △2,117

 営業活動によるキャッシュ・フロー △781 2,862

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △479 △215

 定期預金の払戻による収入 954 772

 有形固定資産の取得による支出 △871 △1,322

 有形固定資産の売却による収入 0 18

 投資有価証券の取得による支出 △547 △503

 投資有価証券の売却による収入 263 -

 投資有価証券の償還による収入 237 -

 その他 △200 △181

 投資活動によるキャッシュ・フロー △644 △1,430
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,809 3,700

 長期借入金の返済による支出 - △5,000

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △176 △270

 自己株式の取得による支出 △0 △3

 配当金の支払額 △769 △861

 
新株予約権の行使による自己株式の処分による
収入

- 9,985

 新株予約権の発行による収入 - 28

 財務活動によるキャッシュ・フロー 862 7,578

現金及び現金同等物に係る換算差額 △916 △103

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,479 8,907

現金及び現金同等物の期首残高 9,752 18,286

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 145 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  8,418 ※１  27,193
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

税金費用の計算 　海外連結子会社は、税金費用について、当第２四半期連結会計期間を含む連結会

計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１  保証債務

取引先に対する債務の保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

販売機械購入資金ローン （　43社） 　676百万円 （　42社） 　581百万円

リース債務 （　84社） 　325百万円 （　83社） 　363百万円

売上債権流動化に伴う遡及義務 （　 4社） 1,763百万円 （　 1社） 　219百万円

計 2,764百万円 1,164百万円
 

 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 　　　　　－  7百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

運賃荷造費 720百万円 841百万円

貸倒引当金繰入額 110百万円 89百万円

債務保証損失引当金繰入額 22百万円 23百万円

従業員給料手当 1,766百万円 1,791百万円

賞与引当金繰入額 375百万円 404百万円

退職給付費用 53百万円 48百万円

研究開発費 1,311百万円 1,427百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定  9,554百万円 27,505百万円

預入期間が３か月を超える定期預金  △1,136百万円 △312百万円

現金及び現金同等物  8,418百万円 27,193百万円
 

 

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 769 22.50 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 684 20.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 862 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 912 25.00 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

当第２四半期連結会計期間において、新株予約権の行使による自己株式の処分により、資本剰余金が4,143百万円

増加し、自己株式が5,821百万円減少いたしました。

この結果、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が25,867百万円、自己株式が253百万円となっており

ます。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
（注）

合計
横編機

デザイン
システム
関連

手袋靴下
編機

計

売上高       

  外部顧客への売上高 23,741 1,801 919 26,462 3,153 29,615

  セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 23,741 1,801 919 26,462 3,153 29,615

セグメント利益 7,371 366 219 7,957 381 8,338
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、編機・デザインシステム用部品事

業、修理・保守事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

（単位：百万円）

利　　　益 金　　　額

報告セグメント計 7,957

「その他」の区分の利益 381

全社費用（注） △2,838

四半期連結損益計算書の営業利益 5,500
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
（注）

合計
横編機

デザイン
システム
関連

手袋靴下
編機

計

売上高       

  外部顧客への売上高 29,569 1,980 869 32,419 3,150 35,569

  セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 29,569 1,980 869 32,419 3,150 35,569

セグメント利益 9,868 564 194 10,627 388 11,015
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、編機・デザインシステム用部品事

業、修理・保守事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

（単位：百万円）

利　　　益 金　　　額

報告セグメント計 10,627

「その他」の区分の利益 388

全社費用（注） △2,955

四半期連結損益計算書の営業利益 8,060
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額  49円21銭 188円19銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,683 6,529

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,683 6,529

   普通株式の期中平均株式数(千株) 34,217 34,695

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。　

① 配当金の総額                               　912百万円

② １株当たりの金額                       　    25円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成29年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月14日

株式会社島精機製作所

取締役会  御中

 

大手前監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   古   谷   一   郎   印

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   枡   矢         晋   印

 

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社島精機

製作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社島精機製作所及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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